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実験用中型放送衛星（BS）のトランスポンダに

生じた不具合の原因究明及び今後の対策について

昭和55年11．月6日

宇宙開発委員会第四部会
○

　宇宙開発委員会第四部会はこ実鹸用中型放送衛星（BS）のトランスポン

ダに生じた不具合に6いて、昭和55年10月3日以来、その原因究明及び

今後の対策に係る技術的事項を慎重に調査審議してきたが、このたびその結

果をとりまとめたので報告する。
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1．実験用中型放送衛星（BS）のトランスポンダの概要

　（1）衛星の概要．

　　（i）目．的

　　　　実験用中型放送衛星（BS）は、衛星システムを用いた画像及び音

　　　声の伝送試験を行うこと、衛星放送システムの運用技術の確立を図る

　　　こと等を目的としている。

　　㈲　衛星の外観及び主要機能・性能

　　　　BSは底面約1．き筑・×約．1．2へ高さ約3．1肌の箱形（太陽電池パ

　　　ネル展開時の全長は約9．0肌）の三軸姿勢制御衛皐である。アポジモ

　　　ータを含む重量は約675㎏であり、静止軌道上の初期重：量は約35ら

　　　㎏である。

　　　　BSは・上り回線に・4GH・帯・．、下細線に12GH・帯の周面

　　　を使用し、1チャンネル当たり約100Wの出力で広帯域2チャンネル

　　　の衛星放送実験が可能である。

　　　　BSの外観及び主要機能・性能をそれぞれ図1及び表1に示す。

　　㈲打上げ及びその後の経過

　　　　BSは、昭和53年4月8日、米国東：部打上げ射場からデルタ2914

　　　型ロケットにより打ち上げられた。打上げ後、BSは順調な飛行を続

　　　け、4月26日に所定の静止軌道（東：経ユ10度）た投入された。

　　　　衛星の機能を確藷するため、打上げ後7月19日までパス系機器の

　　　チェッタが、また5月8日から6．月30日にかけてはミッション機器

　　　のチェ，ックが行われた。その間、Sバンド受信機の入力切替スイッチ

　　　の動作不良及び三軸姿勢制御の一時的な乱れが発生したが、運用上の

　　　対策が講じられ（昭和53年9月置当部会の報告脅「実験用中容量静

　　　止通信衛星（CS）等4衛星の打上げ結果の評価について（報告）」

　　　を参照）い昭和53年7月20日から、郵政省、日．本放送協会（NH

　　　K）及び宇宙開肇事業団が協力してBSを用いた各種実験を開始した。
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　打上げ後1年を経過した頃からいくつかの不具合が起ったものの、

衛星の冗長系の活用や運用方法の変更により、BSを用いた実験妹順調に

進められた。

（2）　トランスポンダの概要

　　BSのトランスポンダは受信部、送信部及び送受分合波器で構成され

　（図2及び図3参照）、14GHz帯の受信電波を12（｝Hz帯に周波数

　変換し、電力増幅を行って送信出力とするものである。

　　受信部は2系統（うち1系統は予備）で溝成され、送信部はA系統

　及びB系統並びに双方共通の予備としてのR系統の合計3系統で講成さ

　れている。各系統の電力増幅は進行波管を用いた増幅器で2段階に行わ

　れて澄り、後段の高出力進行波管増幅器（以下rTWT増幅器」という。）

　は、出力約100Wの高出力進行波管（以下「一TWT」という。）とT

　WT用高圧電警部で構成されている。『（図4参照）12GHz帯で約100

　Wの出力が得られるTWT増幅器は、　BSの最も重要な機器のひとつで

　ある。
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（D　1艦系統TWT増幅器の不具合発生の経過

　　昭和54年6月8日、．B系統TWT増幅器の高圧竃源の投入を指令し

　てTV信号が正常に受信されてから約13分後、突然TV信号が途絶し

　た。その後再起動を試みたが、TV信号妹受信されなかった。

　　な澄、との不寄合のあとのBSを用いたテレビジョン放送の実験は、

　B系統の代わりに予備のR系統を用いることにより、支障なく継続され

　た。一

（2）R系統TWT増幅器の不具合発生の経過

　一昭和55年5月19日、R系統TWT．増幅器の高圧電源の投入を指令

　じてTV信号が正常に受信されてから約1時間後に、衛星からのTV信

　号が突然途絶した。このため、翌日に、約26分間R系統TWTのカソ

　ードの汚染除去（ボイル・オフ）を行ってから再び高圧電源の投入を指

　令したところ、約7秒間TWT増幅器が正常に作動し、再び突然作動が

　止まった。以後、R系統のTWT増幅器は再起動しなかった。

　　な熟R系統の襖合により・BS岬いたテレビジョン放送の琴験

　は以後A系統のみを用いて継続された。

2．不具合発生の状況　　　　　　　　，　　　　’

　一BSは昭和53年4．月8日に打ち上げられ、設計寿命は3年であった。

　しかし、A、　B及びRの3系統のTWT増幅器のうち、　B系統が打上げ後約

　1年2か月で、次いでR系統が打上げ後節2年1か月で作動を停止した。

さらに最後のA系統も昭和55年6．月1プ日、打上げ後約2年2か．月で作

動を停止じ、以後、．BSを用いたテレビセヨソ放送の実験を実施すること

　ができなくなった。’

　　それぞれの系統の不具合発生の状況は次のと誇りである。　　　『

　　なお、三軸姿勢制御、軌道制御、12GHz帯及び14GHz帯電波の伝
搬忍目燗する実験並び略種テレ～謬一．タの取得が、現在も継続され

　ている。

　　　　　　　　　　　　　　　一2一

（3）　A系統TWT増幅器の不具合発生の経過　　　　　　　　　　　　　、

　　昭和55年6．月17日、A系統TWT増幅器の高圧電源の投入を指令

　してTV信号が正常に受信されてから約1耳聞後、衛星からのTV信号

　が突然に受信できなくなつだ。その後7月14日に再起動を試みたところ、

　第1回目は約0．6秒間、第2回目は約0．2秒間、第3回目は約0．5ミリ

　秒間の作動が認められたがしその後も機能は回復に至らなかった。

　　これによって、以後BSを用いたテレビジョン放送の実験を実施する

　ことができなくなった。
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3．不具合原因の究明

（1）　不具合発生状況の分析，

　　　今回の不具合発生状況に次の点が特徴である。．

　（D　通信系以外のBSの各サブシステタには今回ゐ不具合に関連する異

　　、常が発生していないこと、B系統及びR系統の木具合の際にA系統に

　　　は異常がなかったことから、今回の不具合は通信系で起こり、しかも

　　　受信部、送受分合波器ではなく、送信部で起こったことは確実である。

　（ii》A、　B及びRの各系統と’もTV信号の途絶の仕方はほぼ同様であり、

　　信号途絶の直前まで何ら異常の兆候も見らμずに突然に信号が途絶し

　　ていることから、TWT増幅器の高圧電源しゃ断回路（図4参照）が

　　作動して電波の発射が行われなくなったものと推定される。

　㈲R女舞A系統で再起動力呵倉旨であったことから源因は持続性の唱

　　　あるものではな．く、またR系統とA系統の両方に見られるように、TV

　　信号が途絶するまでの時間が徐々に短かぐなってついには再起動不可

　　能となっていることから、，これは放電にかかわるような不具合である

　　　と考えられる。

　（iv｝A、　B及びR系統のTWT増幅器の全作動時間は、：地上での試験を

・　も含め、それぞれ3262時間、3573時間及び5995時間であ

　　　り、軌道上での作動時間はそれぞれ2471時間、2653時間及び

　　　4886時間であった。このことから、不具合の原因には経年変化的

　　要素があると考えられる。

（2）　原因究明

　　不具合の原因究明に当たっては、高圧電源しゃ断回路が作動したと推

　定されることから、これの原因を抽出するためFault　Tree　Analysis

　の手法を用いた。なお、この検討に当たっては、筑波宇宙センターに保

　管されていたBSのプロトフライトモデルを用いたシミュレーション実
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験の結果も陣用した。

　高圧電源しや断回路が作動する原因としては・TWTの異常と高圧電

源の異常とが考えられる。

（i）TWTの異常

　　TWTの異常の原因としては、カソードーアノード間又はコレク．

　ターボディ間の、管内又は管外での放軍が一応可能性のあるものとし

て挙げられるが・次の理由によりその可能性は小さいと考え弊る』

　①カソードーアノード間又はコレクターボディ間のTWT管外

　　での放電　　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ね　　　端子部分のポッティング（部品を固定し、また電気的に絶縁する

　　ために充堀する高分子材料）に剥離が起こる可能性は構造上小さく、

　　また、仮にクラックが生じても七ラミックで絶縁されているので放

　　電に：つながる可能性は小さいため、この部分に放電が起こる可能性

　　は小さい。

　②カソードーアノード間又はコレクターボディ間のTWT管内で

　　の放電

　　　TWT管内にガスが発生するとカソードーアノード間又はコレ

　　クターボディ間に放電が起こる可能性がある。この場合・通常イ

　　ォンボンブ電流が増加するが、実際の不具合ではイオンポンプ電流

　　の増加が認められていないので、これが原因である可能性は小さい。

（iD　高圧電源の異常

　　高圧電源側で起こったと考えられる現象のうち可能性があるものは、

　電圧の異常上昇と高圧モジュール内の放電である。

　①高圧電源電圧の異常上昇

　　　高圧電源電圧の異常上昇の原因としては、安牢回路トランジスタ

　　の飽和、高圧出力負荷インピーダンスの増加及び負荷回路の開放が

　　考えられる。
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　　しかし、いずれの場合も電圧上昇の割合は設計上最大4％ぞあり、

　こ，の程度で高圧電源じゃ断回路が作動する可能性は小さい。

②高圧モジュール内の放電・

　　高圧電源部は図4に示すように各TWTの電極毎に分割（モジコ．一

　ル化）されている。各モジュールには、トランス、チョークコイル、

　コンデンサ等からなる電源回路が組み込まれてむり（図5参照）、

　各部二間の隙間にはポッテイング材が充損されている。このポッテ

　ィ’ングにクラックが生じると、クラック内部が放電し易い蒸気圧に

　なった時にそのダラックに沿って放電が起こる可能性があり、この

　可能性を否定し篤あるい峠可能性が小さいとする理由は見出されな

　い。

（3）高圧電源に関する詳細検討

　　不具合の原因が高圧モジュール内の放電である可能性が大きいことか

　ら、BSのプロトフライトモデルを用いた各種の試験、米国の製造メーカ

　での試験に関する調査等の結果をもとに、高圧電源に関する詳細な検討

　を行った。

　（iレ高圧電涼しゃ断回路の作動について

　　　筑波宇宙マンタニに保管してあったBSのプロトフ7イトモデルを

　　用い、外部から強制的に放電を起こさせる回路をTWT増幅器の回路

　　の各部に接触させてアーク放電を起こし、高圧電源しゃ断回路の作動

　　を観察し、また各部の電圧・電流を測定した。

　　・この結果、高圧回路にある程度以上の電流の放電が起こると高圧電

　　源しゃ断回路が作動することが認あられた。

　Gi）放電の原因について

　　　BSのトランスポンダを製作した米国のメーカーで、　BS用のもの

　　と同じ設計の高圧モジュールの真空環境寿命試験が昭和52年4月か

　　　　　　　　　　　　　　　一、6一」
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　ら2年8か．月にわたって行われてお，、それによると供試体2佃のう

　ち1個は、試験中に発生・成長したクラック匠沿って起こった放電に

　より、累積時間9955時間で突発的に故障している。また残りの1

　個は、故障の発生はなかったもののクラックの発生・成長が認められ

　ている。　　　　　　　　　　　　　’

　　この試験結果kより、室温程度の温度条件でも時間の経過に伴いク

　ラックが発生し、成長することが示され、またそのクラックが強電界

　部分にあって、かつ、クラック内部が放電の発生し易い蒸気圧になる

　とクラックに沿って放電が起こり、最終的にはポッティング材の炭化

　現象により永久的な短絡に至ることが判明している・

　　これはBSの不具合の場合の現象と一致している・

（iii）ボッティングのクラックの発生及び成長について

　　ポッティングについて熱膨張（収縮）を考慮した応力解析を行ったところ、

　予予カミ拘束されている部分及びモジュール内部の部品等の鋭角部分の付近に

応力の集中が起こり、クラ必が発生する可能性があるこζが判明した・

　’な齢、この部分に高い電圧がかかって“れば放電が発生し易い。

　　応力集中は、モジュール内部の部晶の形状及び配置、並びにボッテ

　ィング材の物質特性及び硬化過程に起因して起こ？ているものと推定

　される。

　　BSに用いられた高圧モジュールの場合、室温におげる内部の応力が

　ポッディング材の引張強さよりも小さ．いものの、BSの．トランスボン

　ダに対する認定試験の際の最低温度一40℃では引張強さよりも大き

　な応力が生じる可能性がある。攻澄、認定試験の際の低温条件は短時

間であることから、この時にクラックが発生したとしてもそれは伽」・

　なものであろうと推定される。

　　BSのプロトフライトモデルから高圧モジュールを取りはずしX線

　検査を行った結果、製造時にクラック声全く発見されていなかったに
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もかかわらず、9個のモジュールのうち5個にクラックが発見された。

’さらに熱サイクル試験（一40℃～＋80℃、28サイクル『）及び真

空中闘る熱サ仰試験～・下・・物㏄・以下…4・℃一

＋50℃、12サイクル：一40℃～十85℃、3サーイクル）を行った

ところ、3個のモジュー1レに新たなクラックが発見された。　’

　これによって常温に澄いて．もクラックが発生し成長すること、．及び

熱ストレスが加わることによって新たなクァックが発生することが判

明した。

　（4）　まとめ

　　　以上の検討の結果をまとめると、BSのトランスポンダk生じた不具

　　合の原因は次のとおりセあったものと推定される。

　　（i｝A、B及びR系統のトランスポンダが作動し左くなったのは、　TW

　　　囎幅器の心隔源しゃ断回路研いたためであると考えられる・

　　（ii｝’高圧電源しゃ断回路が働いたのは、　TWT増幅・器の高圧モジュール

　　　のポッティングにクラックが生じ、このクラックに沿って放電が起こ

　　　つたためであると考えられる。

　，（iiiLポッティングのクラックは、材料物性の経年変化による応力の増加によっ

　　　て発生・成長し、熱ストレスによってそれが助長されたものと考えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

生　今後の対策

　　今回の不具合は、TWT増幅器の高圧モジュールのボッティングに生じ

たクラヅクに沿って起こった放電によるものと推定される。

　　このととから、今後同様の高圧モジュールを用いる砺合、放電を引き起

　こすようなクラックが発生又は成長しないよう、次の対策を講じる必要が

　　　　　　　　　　　　　　　一8一

ゆ

ある。

　な料ポッティング以外の放電防止対策についても・情報の収集に努め

ることが望ましい。

G｝　ポッティング材として、軌道上に澄ける温度範囲で放電を引き

　起こすようなクラックが発生又は成長しないような物性条件を満

　たすものを選定すること。

　　この際、ポッティング材の含浸性、部品との接着性及びぬれ性

　等の物性条件についても、またポッティングの手法についても配

　解すること。

（の　ボヅティング部分に発生する応力が少なくなり、また高圧モジュー

　ル内での放電がより起こりにくくなるように、部品の形状及び配

　置並びに回路を選定する．こと。

lm　設計寿命を検証するため、高圧モジュールの寿命に関する試験

　を実施すること。

5．　総合意見

　　昭和53年4、月8日に打ち上げられ、約2年にわたって衛星放送システ

　ムに関する種々の実験に用いられた実験用中型放送衛星（BS，）は、昭和

　55年6月17日ま噛でに、搭載したトランスポンダの3系統の高出力進行

波管増幅器すべてが作動しなくなり、衛星のその他の機能は健在であるに

　もかかわらず、以後、テレビジョン放送の実験を実施することができなく惑った。

　　この不具合は、高出力進行波管増幅器の高圧モジュールのボッティング

　に生じたクラックに沿って放電が起こったことにより、高圧電源しゃ断回

路が作動して高出力進行波管増幅器が作動しなくなったものと推定される。

　　したがって、今後同様の高圧モジュールを用いる場合、放電を引き起こ

すようなクラックが発生又は成長しないよう前述の対策を確実に実施する必

　要がある。
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図1　BSの外観図（静止軌道上）
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表1　BSの主要機能・性能

項　　月 諸，　　　　　　　　　　　　　　元

形　　　　状
底面約1β20襯×約1206襯，高さ約ao　90観の箱形

i太陽電池パネル展開面輪8，950観）

重　　　　量
打上げ時：約67与kg（アポジモータを含む。）

ﾃ止衛星軌道上初期：約355》

姿勢安定方式 三軸安定方式（トランスファ軌道上では，夙サン安定方式）

軌　　　　道 静止衛星軌道（赤道上東径約116。）

スピン方向 時計回り（ロケット側から衛星を見て），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

，ス　ピン　率 60．士6rpm

通’ M　系

@、

電力分配型3ホーン成型ビームアンテナ，

ｼ接周波数変換型Kバンドトランスボン『ダ

A（カラーアレビジョン信号（音声信号を含む。）2チャンネルの

`送）・

トラヅキング・

@テレメトリ

yびコマント系

Sパンドォムニアンデナ，Sバンド送受信機

jバンド：トラッキング・テレメトリ及びコ受ンドサブシズ

eム（通信系経由）

r／Kアップコンバーター，K／Sダウンコンバータ

基本機器

@　と

牛ﾚ機器構成

姿勢制御系

〔トランメファー軌道モード〕

fィジタル太陽センサ，地平線検出器，ニューテーションダンパ

k静止衛星軌道モード〕

Aナ・グ太陽センサ，地球セ軌モノパルスRFセ以

潟Aクションホイール，レートジャイロ

熱制御系 受動型熱制御系（ヒータ、サーモスタット，ヒートバイブ等使用）

推　進　系
アポジモータ

j次推進系

電　源　系
展開型太陽電池パネル

pラテリ，電力制御器

構　体　系
主要な発熱構成機器を収容した北面パネル，南面パネルを持つ箱形構造

ｾ陽電池パネル展開及び駆動機構，

寿　　　　命 3年後の残存確率50％以上（設計）
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参考1

実験用中型放送衛星（BS）のトランスポン

ダに生じた不具合の原因究明及び今後の対策

について

昭和55年9月24日

宇宙開発委員会決定

1．昭和53年4月に打ち上げられた実験用中型放送衛星（BS）のトラン

　スボンダに生じた不具合に：ついて、その原因を究明し、今後の対策につい

　て審議検討を行うものとする。

2．このため、原因究明及び今後の対策に係る技術的事項について、第四部

　会において調査審議を行うものとする。

　　この調査審議は、昭和55年10月末までに終えることを目途とする。
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参考2

部　会　長

部会長代理

専門委員

宇宙開発委員会第四部会構成員

佐　貫

内　田

秋　葉

大　島

栗　原

茸　代

亦　男

茂　男

錬二郎

耕　一

芳　高

富．文

小　林　繁　夫

・中一込　雪　男

長　洲・秀　夫

　林

＊平　井

＊平　木

　前　田

　虫　明

友
正

康

直
一
一
弘
人

昭和55年11月
　（50音順）

日本大学理工学研究所顧問

名古屋大学工学部教授

東京大学宇宙航空研究所教授

東京大学宇宙航空研究所教授

郵政省電波研究所長

科学技術庁航空宇宙技術研究所主任

研究官

束：京大学工学部教授

国際電信電話株式会社取締役

科学技術庁航空宇宙技術研究所

宇宙研究グループ総合研究官

東京大学宇宙航空研究所教授

宇宙開発事業団理事

宇宙開発事業団理事

京都大学工学部教授

東北大学工学部教授

注）　＊印の専門委員は、今回の調査審議についてはご説明者として参加

　　　した。
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